
公募に関する質問と回答

№ 質問項目 質問内容 回答

1 開設の場所について

ハザードマップの災害対象エリアに含まれていた

り、都市計画に該当していた際は認めないなど開

設場所の制限はあるか。延岡市のハザードマップ

を拝見したところ、山間部以外はほぼ全域が、津

波・高潮・洪水等の災害対象区域に該当してい

る。災害対象地域が認められない場合、場所の選

定が非常に困難であるため、事前に確認したい。

賃貸により事業所を開設する場合は、開設場所の制限は

ありません。ただし、建物を整備する場合は、都市計画

区域の調整区域には原則自由に建物を建てることはでき

ず、災害レッドゾーン区域は開発行為が禁止されており

ます。施設整備にあたっては、都市計画法、建築基準

法、消防法等の関係法令等を遵守してください。また、

災害イエローゾーンでの整備については、事業者の責任

において想定される災害リスクに対して安全確保や避難

に係る設計上の工夫や設置等の対策を講じてください。

2
法人の事業実施状況一

覧表（様式９）
法人が行う全ての事業について記載が必要か。

法人として継続的な運営が期待できるか判断する上で、

必要な情報となりますので、全ての事業について記載が

必要です。ただし、法人の持つ子会社や法人内でグルー

プの内部管理を担う部門については記載不要です。

3 法人の定款について
法人の定款を提出することになっているが、原本

証明済みの写しを提出すればよいか。
お尋ねのとおりです。

4
法人及び法人代表者の

完納証明書について

提出が必要な完納（納税）証明書の種類を確認し

たい。

法人（住民）税については、本社所在地を管轄する税務

署及び自治体において、それぞれ完納（納税）証明書の

交付を受けてください。また、法人代表者が納税義務者

となる他の税についても、代表者住所を管轄する税務署

及び自治体において、それぞれ完納（納税）証明書の交

付を受けてください。



5
過去３年間の介護保険

指導監査の指摘事項

過指導監査の結果通知書及び改善報告書の写しを

過去３年分提出することとなっているが、法人が

行う全ての事業について提出が必要か。

法人として適切な事業運営が期待できるか判断する上

で、必要な情報となりますので、すべての介護保険事業

について、提出が必要です。

6
借入金償還計画書（様

式12）
借入金の予定がない場合は、提出不要でよいか。 借入額記入欄に0円と記入した上で提出をお願いします。

7
決算等値入力シート

（様式11）

決算値等入力シートには、別途提出する法人の過

去３年間の財務諸表（賃貸借票、損益計算書、資

金収支計画書）から必要な数値を抜粋して記載す

るという理解でよいか。

お尋ねのとおりです。


